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参加型HRMシステムが企業業績に及ぼす影響1,2

小　　林　　　　　裕

 1 調査にご協力いただきました企業の人事担当者の皆様に厚く御礼申し上げます。
 2 本研究は，科学研究費補助金（基盤研究 C : 研究課題番号 26380520）による助成を受けた。また，
研究は，東北学院大学大学院人間情報学研究科研究倫理審査委員会の承認を得た上で実施され，そ
の一部は，経営行動科学学会第 18回年次大会（愛知大学）にて発表された。

1.　はじめに

　東日本大震災から 4年半，日本経済は全体として回復基調に見えるものの，東北地方では

原発事故の処理など多くの課題が山積し，本格的な復興はこれからという状況である。この

ような厳しい逆境のなか，企業が業績を維持・回復させ，自らを存続させるには何が必要か，

企業において被害・ストレス体験から自分自身で治癒し回復する力（レジリエンス）とは何

か，が問われている。

　企業の存続や業績に影響する 1つの要因が，人的資源管理（Human Resources Manage-

ment :  HRM）である。HRM論とりわけ戦略的 HRM論（Strategic Human Resources Man-

agement :  SHRM）では，企業戦略と HRM施策との適合（垂直的適合）および HRM施策

同士の適合（水平的適合）が企業業績を高めるという基本的な立場を共有している（Allen 

& Wright, 2007）。つまり，従業員の技能と行動が企業の戦略的必要性と適合すると労働力が

競争優位の源泉となり，また個々の HRM施策が相互に補完し合う形で組み立てられると各

HRM施策の効果が相乗的に強化され，各施策の発するメッセージの間の競合や混乱が回避

できる，という考え方である。

　垂直的・水平的という 2つの適合をどのくらい重視するかによって，コンティンジェンシー

アプローチ，形態的アプローチ，普遍的アプローチなど様々なモデルが設定されているが，

どちらの適合もさほど重視しないのが普遍的アプローチである（Delery and Doty, 1996）。こ

れは，企業業績を高める最善の施策群が存在し，それらは企業がどのような戦略をとったと

しても効果を発揮し，また施策が個別に採用されてもそれなりの効果をもたらすというもの

で，「高業績労働施策（high-performance work systems : HPWS）」，「ベスト・プラクティス」

アプローチとも呼ばれる。

　HPWSないし「ベスト・プラクティス」として様々な施策が提案されているが，それら
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の施策に共通するのは広い意味で従業員の参加を促す働きを持つという点である。例えば，

Pfeffer（1998）は，雇用保障，厳格な採用選考，自己管理チームと権限委譲，高い成功報酬，

幅広い社員教育，待遇の平等化，業績情報の共有という 7つの人材重視の施策が，従業員の

参加を通じて企業業績を高めるという。また，加藤（2004）は，HPWSを従業員参加型の

HRM施策群と定義し，従業員代表制度（労使協議制度，職場懇談会など），直接参加制度（自

主管理チーム，QCサークルなど），従業員の資本参加制度（利潤分配制度，従業員持株制度，

集団能率給，ストックオプションなど），の 3種の参加制度から構成されると述べている。

　「ハイ・インボルブメント（high-involvement）」モデル（Lawler, 1986など）も従業員参

加型の HRM施策群が企業業績を高めうると主張している。階層化された権限によって従業

員を服従させ良質な労働力を得ようとするコントロールアプローチとは対照的に，「ハイ・

インボルブメント」モデルは，企業組織内の下位のメンバーまで幅広く資源（報酬，知識，

権限，情報）を提供することによって従業員の参加意識を高め，自発的な労働意欲の強い良

質な労働力を得ようとする。報酬に関する施策としては，企業全体または下位集団の業績と

リンクさせた給与，技能の獲得に応じて支払われる手当など，知識に関する施策としては，

技能や能力を習得させるための教育訓練制度，権限に関する施策としては，申告制度，自主

管理労働チーム，従業員委員会など，情報に関する施策としては，業績や技術に関する情報

の提供などが考えられる。

　「ハイ・インボルブメント」モデルに関する実証的研究も蓄積されており，このモデルに

基づく施策群が企業業績を高めるという結果が示されている（Lawler et al., 1998, 2001 ; Bae 

and Lawler, 2000 ; Vandenberg et al., 1999 ; 小林，2001 ; 櫻井・余合，2011）。例えば，Van-

denbergら（1999）は，北米にある生命保険会社 49社 3,570人の従業員を対象に調査を行い，

得られたデータに基づいて因果分析を行った結果，「ハイ・インボルブメント」な施策群が

従業員の動機づけ，組織コミットメント，満足感などの向上を通して企業業績に影響をもた

らすともに，従業員の態度を媒介せず直接的に企業業績に影響することも明らかにしている。

　しかし，「ハイ・インボルブメント」モデルにはいくつかの未解決の問題がある。その一

つが，モデルの文化・社会的な普遍性である。つまり，このモデルの有効性は，企業の置か

れた社会的・文化的環境にどの程度依存するか，という問題である。Lawler（1992）は，そ

の有効性が民主主義と人権尊重の価値を持った社会であれば欧米社会に限定されないとする

一方で，欧米社会で最善のアプローチと日本社会に適合的な経営スタイルとは異なるとも述

べている。

　日本企業では参加的ないし合意志向の意思決定がなされ（Clark, 1979 ; Ouchi, 1981 ; 加護

野他，1983 ; 石田，1985 ; Lincoln & Kalleberg, 1990など），戦後の日本企業に導入され発展
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した参加型雇用制度が現代の HPWSのモデルになっている（加藤，2004, 2012）という見方

からすれば，「ハイ・インボルブメント」モデルは日本社会や日本企業に適合的であるとも

考えられる。他方，日本型雇用は真の参加制度とは異なるという見方（Heller, 1998 ; Cole, 

1982）や日本の労働者の事実上の参加度は低いという国際比較データ（IDE, 1993）も報告

されている。実際に日本企業を対象とした調査でも「ハイ・インボルブメント」モデルの有

効性を支持する結果（櫻井・余合，2011）がある一方，部分的な支持に止まっている結果も

報告されている（小林，2001）。以上の点からすると，「ハイ・インボルブメント」モデルの

文化・社会的な普遍性とりわけ日本企業との適合性についてはさらに検討の余地がある。

　「ハイ・インボルブメント」モデルをめぐるもうひとつの問題は，その有効性の実証方法

に関わっている。つまり，多くの研究が，「ハイ・インボルブメント」な HRM施策と企業

業績の正の相関関係を見出しているものの，因果関係が明確になるような調査デザインが採

用されていない，ということである。上記の Vandenbergら（1999）の研究では「ハイ・イ

ンボルブメント」な施策と企業業績の因果関係モデルが検証されているが，データそのもの

は 1時点の調査で収集されている。HRM施策と企業業績の間の因果関係の問題は，「ハイ・

インボルブメント」モデルだけでなく，HRM施策と企業業績の関係を検討した SHRM論に

基づく実証研究に共通しており，その分野での実証研究のレビューによれば，ほとんどの研

究において因果順序の検証が行われていないという（Wright et al., 2005）。

　HRM施策と企業業績の相関関係が生じる可能性としては，企業業績が施策に影響すると

いう「逆の因果関係」仮説，相関関係が調査回答者の認知的バイアスや原因帰属パターンか

ら生じるという「暗黙の理論」仮説，第三の変数が疑似相関を生じさせているという「表面

的」関係仮説なども考えられる（Wright & Gardner, 2003 ; Wright, et al., 2005 ; 小林，2014）。

従って，これらの可能性を検証するためには，少なくとも複数の時点，複数の調査対象者・

情報源からのデータ収集が必要である。

　そこで，本研究では，「ハイ・インボルブメント」施策の日本企業での有効性を検証する

ため，2014年から 15年にかけて東北地方の企業に対して質問紙調査を実施した。そこでは，

まず東日本大震災の被害とそこから復興状況を確認した上で，「ハイ・インボルブメント」

施策の導入状況と企業業績について人事担当者から回答を求め，得られたデータに基づいて

「ハイ・インボルブメント」施策と企業業績の関係を分析した。さらに，「ハイ・インボルブ

メント」施策と企業業績の因果関係をより明確に検証するため，2000年に実施した調査の

データを用いて，同一企業の HRM施策と企業業績の 2時点での関係を検討する，いわゆる

交差遅れ分析を行った。
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2.　調査の方法

1）　調査 1（T1）

　（1）対象企業と手続き : 対象は，1999年版の『東商信用録 東北版』に掲載された東北地

方（宮城，山形，岩手の 3県）に事業所を持つ正社員 100人以上の企業 964社であった。各

企業の人事担当者宛に質問紙を 2000年 2月に郵送し，3月末までに回収されたもののうち，

210通を有効とした（有効回収率 21.8%）。有効回答企業の業種は，製造業 33.3%，卸小売業

26.2%，サービス業 14.3%などであった。有効回答企業のプロフィール（平均値）は，資本

金 366百万円，2000年 2月現在の正規従業員数 233.7人，年間の離職者数（定年を除く ; 1998

年）14.8人，労働組合に加入している従業員の割合 25.3%であった。企業の財務指標は，

2000年版の『東商信用録 東北版』に記載された 1年間の売上高，税引後利益（原則として

2000年 3月の決算）を用いた。有効回答企業の売上高の平均は 22,111百万円，利益の平均

は 189百万円であった。

　（2）質問紙 : 会社の概要（業種，設立年，資本金，売上高と経常利益の過去 5年間の伸び，

企業環境，現在と 5年前の正規従業員数，女子比率，平均年令，労組加入者比率，定年退職

を除く離職者の数），HRMポリシー（8項目），報酬施策（11項目），教育訓練施策（6項目），

権限委譲施策（7項目），情報共有施策（5項目）についてたずねた。HRMポリシーについ

ては，日本的な HRMシステムが「長期的雇用と内部化された技能の形成」と「技能形成に

基づく評価」という 2つの原理に基づくという前提に立って，それらを代表すると考えられ

る項目（Morishima, 1996に準拠）を選んだ。報酬施策，教育訓練施策，権限委譲施策，情

報共有施策は，「ハイ・インボルブメント」モデル（Lawler et al., 1995）に基づき，各々報酬，

知識，権限，情報の 4つの領域に対応する参加的施策をとりあげた。なお，HRMポリシー

については，項目ごとに該当する程度を 7段階で，報酬施策以下の 4領域の施策の導入状況

については，各施策の適用対象となる従業員の割合（%）を 7段階で回答してもらった。

2）　調査 2（T2）

　（1）対象企業と手続き : 対象は，（株） 東京商工リサーチの企業データベース（2014年 11

月現在）に収録された東北地方（宮城，山形，岩手の 3県）の従業員数上位 912企業で，こ

のうち調査 1の回答企業は 154社（倒産等で調査困難な企業を除く）であった。各企業の人

事担当者宛にアンケートを 2014年 11月および 2015年 1月に郵送し，2015年 2月末までに

回収されたもののうち，243通を有効とした（有効回収率 26.6%）。このうち調査 1の回答

企業は 50社であった。有効回答企業の業種は，卸小売業 24.3%，製造業 20.5%，サービス
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業および建設業がそれぞれ 13.0%などであった。有効回答企業のプロフィール（平均値）は，

資本金 360百万円，2014年 11月現在の正規従業員数 246.6人，離職者数（定年を除く ; 2013

年度）10.4人，労働組合のある企業は 35.7%であった。企業の財務指標は，質問紙への回

答に基づき，2013年度の売上高，税引後利益を用いた。有効回答企業の売上高の平均は

11,661百万円，利益の平均は 216百万円であった。

　（2）質問紙 : 会社の概要（業種，2010年度と 2013年度の売上高と純利益，2014年 11月

現在の正規および非正規従業員数，2013年度の定年退職を除く離職者数，労働組合の有無），

震災被害の有無，被害の種類，震災前後の事業活動・従業員数・HRM施策の変化，HRM

の今後の課題，日本的 HRMポリシー，「ハイ・インボルブメント」HRM施策についてたず

ねた（詳細は別紙資料参照）。このうち日本的 HRMポリシー，「ハイ・インボルブメント」

HRM施策についての項目は，調査 1と同じであったが，一部表現を変え，項目の追加を行っ

た。なお，調査 1，2を通じて，質問紙のなかでは，HRM施策を人事制度という表現に換

えている。

3）　データの分析方法

　まず，調査 2のうち，震災前後の事業活動・従業員数・HRM施策の変化に関する質問は，

回答企業全体 243社について各選択肢への回答比率を算出した。次に，調査 1，2の対象企

業のうち，正規従業員 100人以上の企業それぞれ 172社，188社について，質問紙の HRM

ポリシーの 8項目，4つの HRM施策領域の合計 29項目への回答頻度（%）および 7段階の

回答を 1～ 7に点数化した値（得点）を比較した。また，調査 2の回答企業のうち正規従業

員 100人以上の企業について，4つの HRM施策領域毎に行った因子分析で得られたそれぞ

れの第 1因子の得点に基づいてクラスタ分析を行い，クラスタ間の因子得点および業績指標

を比較した。業績指標としては，従業員 1人当りの売上高（以下，売上高/人），売上高利益

率（税引き後利益÷売上高），離職率（離職者数÷従業員数）を用いた。さらに，HRM施

策全体の参加度を示す合成変数を作成し，2回の調査に回答した企業 50社のうち従業員 100

人以上の企業 32社のデータに基づいて，調査 1，2の HRM参加度と業績指標との相関係数

を算出した。

3.　結果と考察

1）　震災からの復興状況と HRM施策の変化

　調査 2の回答企業全体 243社のうち，東日本大震災で被害を受けたと回答した企業の割合
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は，85%であった（図 1）。被害の種類（複数回答可）では，「機械・設備破壊」や「建物の

全壊・半壊」が多く，「風評被害」が最も少なかった（図 2）。震災前後の事業活動の変化に

ついては，「減少後回復」や「増加傾向」が多かった（図 3）。正規従業員数は「やや増えた」 
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や「ほぼ横ばい」が，非正規従業員数は「ほぼ横ばい」が多かった（図 4）。震災前後での

HRM施策の変化については，「変更はない」が多く，「大幅な変更を行った」のはわずかであっ

た（図 5）。自由記述の回答によれば，変更の内容は，評価における役割・能力・業績の重視，

定年延長，非正規従業員の正規職員への登用，復職再雇用制度，被災地への派遣制度などで

あった。

図 5.　震災前後の HRM施策の変化

図 4-2.　震災前後の従業員数の変化 : 非正規従業員

図 4-1.　震災前後の従業員数の変化 : 正規従業員
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図 � 震災前後の +50 ⟇の変化 
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　以上の結果から，震災で多くの企業が主に物的な被害を受けたが，その後 3年半が経過し

た時点では事業活動や従業員数は震災前の水準に戻ったところが多いことが確認された。ま

た，多くの企業で HRM施策は震災前後で変化していないが，変化させたところでは，雇用

の維持・安定に向けた制度の導入・変更を行っていることがわかった。

2）　HRMポリシーの変化

　調査 1，2の回答企業のうち，正規従業員 100人以上の企業それぞれ 172社，188社につ

いて，日本企業の伝統的な人事管理の方針を示す 8項目に関する回答を集計したところ，自

分の企業にあてはまる（「全くそのとおり」「ほぼそのとおり」「どちらかと言えばそのとおり」

の合計）と回答した企業が多いのは，調査 1，2とも「定年まで正規従業員をできるだけ辞

めさせない方針である」，「従業員の評価にあたっては，年功より業績を重視する」，少ない

のは「従業員のキャリアはグループ別（学歴など）に管理している」であった（図 6）。また，

調査 1，2で差が大きかったのは，定年までの雇用保障，仕事内容ベースの給与（「給与体系

は，年齢や家計よりも仕事内容に基づく」），非正規雇用の増加（「非正規従業員を増やして

いる」）であった。ただし，2回の調査に回答した企業 50社のうち従業員 100人以上の企業

32社について，7段階の回答を 1～ 7に点数化して平均値を比較したところ（対応のある t

検定），有意差が見られたのは定年までの雇用保障のみであった（t=4.64, p<.05）。

　以上の結果から，2000年から約 15年の間に，東北地方の企業においては，雇用保障の方

図 6.　HRMポリシー : 2時点での比較

該
当
企
業
の
割
合
（
％
）
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針がより強まる一方で，評価・報酬での年功志向が低下していることがわかった。つまり，

日本的な HRMポリシーの 2次元のうちの「長期的雇用と内部化された技能の形成」の強化

の方向が示され，日本的傾向への回帰が見られた。日本企業における長期雇用の傾向につい

ては 1990年代以降弱体化しているという報告（加藤，2009 ; 濱秋他，2011）がある一方で，

2000年代後半から終身雇用を肯定する企業が増え始めているという報告（岡本ほか，2009）

もある。本調査の結果は後者の方向と一致するが，長期的雇用の傾向を支持するこれらの結

果は人事担当者の回答に基づくものであり，労働移動データに基づくと前者のような結果に

なる可能性がある。また，雇用保障の方針の強化は，震災被害を受けた企業が対象に多く含

まれる今回の調査の場合，上記 1）の HRM施策の震災前後の変化についての結果のとおり，

震災被害経験に基づく，または震災への対応として生じた限定的な反応として考えることも

できる。

3）　「ハイ・インボルブメント」HRM施策の導入状況の変化 : 2時点の比較

　調査 1，2の回答企業のうち，正規従業員 100人以上の企業について，「ハイ・インボルブ

メント」HRM施策の導入状況を 2時点で比較したところ，各施策の適用対象となる従業員

の割合が過半数（7つの選択肢のうち「全員」「ほぼ全員」「大部分」）と回答した企業の割

合は，教育訓練施策，情報共有施策では大きな差が見られなかったものの，報酬施策では，

利潤分配制度，業績給，成果分配制度が，権限委譲施策では提案制度，意見調査が，調査 1

より調査 2で多かった（図 7）。ただし，2回の調査に回答した企業 50社のうち従業員 100

人以上の企業 32社について，7段階の回答を 1～ 7に点数化して平均値を比較したところ（対

応のある t検定），有意差が見られたのは報酬施策の利潤分配制度のみであった（t=2.17, 

p<.05）。

　以上の結果からすると，ここ約 15年の間に東北地方の企業にも少しずつであるが参加型

施策の導入が進んでいると見ることができるであろう。ただし，同一企業への 2回の調査の

比較結果も併せて考えると，2時点での導入状況の違いには業種構成の違いが影響している

可能性も考えられる。

4）　「ハイ・インボルブメント」HRM施策と企業業績の関係 : 調査 2の結果

　調査 2の回答企業のうち正規従業員 100人以上の企業について，4つの HRM施策領域毎

に測定項目（報酬施策 11項目，教育訓練施策 6項目，権限委譲施策 7項目，情報共有施策

5項目）の因子分析（主因子法，バリマックス回転）を行った。その結果，報酬施策のみ 2

因子，それ以外は 1因子が抽出された。そこで，それぞれの第 1因子の得点に基づいてクラ
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スタ分析（Ward法）を行ったところ，回答企業は 4クラスタに分類された（図 8）。つまり，

HRMシステムは，「ハイ・インボルブメント」HRM施策のうち 4領域すべての利用度の高

い「高参加型」，報酬施策以外高い「知識・権限・情報型」，教育訓練・権限委譲施策の利用

度の高い「知識・権限型」，全てにおいて利用度の低い「低参加型」，の 4タイプに分けるこ

とができる。

図 7-2.　権限委譲施策の導入状況 : 2時点での比較

図 7-1.　報酬施策の導入状況 : 2時点での比較

導
入
企
業
の
割
合
（
％
）

導
入
企
業
の
割
合
（
％
）
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　次に，クラスタ間での業績の違いを検討するため，3つの業績指標について一元配置分散

分析を行ったところ，売上高利益率を除く 2つの指標で有意差が見られた（図 9）。まず，

離職率（F=2.8, p<.05）では，多重比較の結果，知識・権限・情報型が低参加型よりも有意

に低いことがわかった（p<.05）。また，従業員 1人当たりの売上高（F=3.3, p<.05）では，

高参加型が知識・権限型よりも売上高が有意に多かった（p<.05）。

　以上の結果，「ハイ・インボルブメント」HRM施策の 4領域の導入の程度で HRMのタイ

プが分類可能であることが確認され，HRMのタイプによって企業業績が異なることも見出

された。また，「ハイ・インボルブメント」HRM施策が幅広く導入されているタイプの方

が高業績であることが明らかになり，日本企業ないし日本という社会的・文化的背景のもと

でも「ハイ・インボルブメント」モデルが有効であることが示唆された。

　ただし，この結果についてはいくつか留意すべき点がある。一つは，最も「ハイ・インボ

ルブメント」施策を幅広く取り入れた高参加型が最も業績が高いとは限らず，低参加型が最

も低いとは限らないことである。施策間の相互補完性と内的整合性の重要性を強調する「ハ

イ・インボルブメント」モデルの考え方（Lawler, 1986）からすると，この結果は十分説明

できない。

図 8.　HRMタイプのクラスタ分析

注）（　）内の数字は企業数。一元配置分散分析の結果，4つの施策（因子得点）全てでクラスタ間
に有意差あり（p<.01）。多重比較の結果，報酬施策では高参加型とその他 3クラスタとの間，教育
訓練施策と権限委譲施策では低参加型とその他 3クラスタの間，情報共有施策では高参加型および
知識・権限・情報型とそれ以外の 2クラスタの間で有意差あり（p<.05）。
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　2点目は，売上高利益率のように HRMシステムによって違いの見られない業績指標があ

るということである。離職率や従業員 1人当たり売上高が従業員の態度・行動が反映されや

すい指標であるのに対して，売上高利益率は従業員以外の要因やプロセスが関与している可

能性が高いことが考えられるが，いずれにしても，「ハイ・インボルブメント」HRM施策

の有効性は様々な視点から見る必要性があり，かつどの視点から見るかによって評価が異な

 

図 ��� +50  ⋠⫋の業⦼㸸㞳ูࣉࢱ

ὀ㸧Ⅼ⥺の㛫のࡳ᭷ពᕪࡾ࠶㸦S � ���㸧 

 

 

図 9-1.　HRMタイプ別の業績 : 離職率

注）　点線の間のみ有意差あり（p<.05）

 
図 ��� +50  ୖ㧗ࡾࡓの業⦼㸸ᚑ業ဨ㸯ேᙜูࣉࢱ

ὀ㸧Ⅼ⥺の㛫のࡳ᭷ពᕪࡾ࠶㸦S � ���㸧 

 

図 9-2.　HRMタイプ別の業績 : 従業員１人当たり売上高

注）　点線の間のみ有意差あり（p<.05）
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ることに留意すべきである。

　3点目は，前述のとおり，HRMシステムによって企業業績に違いがあっても，両者の間

に一方向的な因果関係があるとは言えないということである。つまり，「ハイ・インボルブ

メント」HRM施策を導入することによって，従業員の態度・行動・能力が向上し，その結

果業績が高まると考えることもできるが，業績のよい企業は従業員に配慮した HRM施策を

とることができるという「逆の因果関係」も考えられる。つまり，財務的余裕があれば，そ

れを HRM施策に投資することができる。HRM施策への投資が業績を高めるという経営者

の信念に基づいて新しい施策が導入されることもあるが，企業収益を巡るステークホルダー

間の交渉の結果収益の一部が賃金や訓練などの参加の機会を通じて従業員に再分配されるこ

ともある。逆に言えば，業績が下がるとそのような施策への投資が控えられ，施策の維持が

困難になるとも言える。その場合，企業業績の低下への反応として HRMシステムが変化し

たという見方（Argyris, 1957 ; Morishima, 1995）になるが，企業業績のフィードバックが組

織学習として HRM自身のより積極的，プロアクティブな変化を促したという見方も可能で

ある（小林，2007）。

5）　「ハイ・インボルブメント」HRM施策と企業業績の関係 : 交差遅れ分析

　HRM施策と企業業績の因果関係をより明確に検証するために，同一企業について HRM

施策と企業業績を 2つの異なる時点で測定しそれらの間の関係を検討する，いわゆる交差遅

れ分析を行った。その際，HRM施策の指標として，4つの HRM施策領域毎に行った因子

分析で第 1因子の負荷量の大きかった合計 19項目の平均点で HRMの参加度を示す合成変

数（T1 : α=.90 ; T2 : α=.88）を作成した。次に，2回の調査両方に回答した企業 50社のう

ち従業員 100人以上の 32社について，2時点での HRM施策の参加度（以下，HRM参加度）

と企業業績の相関係数を算出した。業績指標の分布に偏りがあるため，スピアマンの順位相

関を求めたところ，調査 1（T1）の業績（離職率）と調査 2（T2）の HRM参加度との間に

のみ有意な負の相関（r=－.46, p<.05）が見られた。さらに，業績指標を対数変換した上で

積率相関係数を算出したところ，離職率（T1）と HRM参加度（T2），売上高/人（T1）と

HRM参加度（T2）の間に有意傾向レベル（p<.10）の相関が見られた（表 1）。なお，業績

指標間では売上高/人（T1）と売上高利益率（T2）の間に有意な相関が見られた（p<.05）。

　また，HRM参加度と業績指標の 2時点両方に関係を持つ可能性のある 5つの属性変数と

の相関を確認したところ，従業員数や業種が第三の変数となる可能性があった。そこで，こ

れら 5つの変数の影響を除いた残差で相関を算出したところ，売上高/人（T1）と HRM参

加度（T2）に有意傾向レベル（p<.10）の相関が見られ，売上高/人（T1）と売上高利益率（T2）
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に有意な相関（p<.05）が見られた。

　以上の結果は，約 15年という長期的な時間の幅で見た場合，HRM施策から業績への影

響が見られないことを意味する。二時点間の HRM参加度と業績指標の間には有意な相関が

一部見られたが，T1の HRM参加度と T2の業績の間ではなく，T1の業績と T2の HRM参

加度の間であった。このことは，HRM施策から業績への影響ではなく，むしろ業績から

HRM施策への影響つまり逆の因果関係の可能性の方が高いことを示唆する。また，二時点

間の関係のうちの一部は第三の変数による疑似相関の可能性がある。それらの点からすると，

HRM施策と業績の間に相関が見られたとしても，HRM施策から業績への一方向的な因果

関係以外の可能性を十分検討する必要があることが示唆される。

4.　総合的考察

　本研究では，参加型 HRMの一種である「ハイ・インボルブメント」モデルに基づく

HRMが企業業績にどのような影響をもたらすかを実証的に検討した。その結果，両者の間

には正の関係が見られ，その点では日本企業においても「ハイ・インボルブメント」モデル

が有効である可能性が示唆された。しかし，交差遅れ分析によれば，長期的にみた場合，そ

の関係は「ハイ・インボルブメント」な HRMが企業業績に影響するという因果関係より，

逆の因果関係の可能性の方が高いことがわかった。

　逆の因果関係があるとすれば，それは日本企業における HRMについての考え方や人事機

能を担う部門の役割と関係があるかもしれない。つまり，企業の戦略と HRM施策の適合や

HRM施策同士の適切な組み合わせによって，言い換えれば人的資源に投資することによっ

て計画的に企業業績を高めようとする SHRMの考え方よりも企業の業績や現状に応じて事

後的に HRM施策を変えていく，いわゆる人事管理が日本企業において一般的である可能性

を示唆している。

　しかし，「ハイ・インボルブメント」な HRM施策と企業業績の関係をめぐる上記の結果

を一般化する前に，本研究の限界を指摘しなければならない。一つは，調査サンプルの偏り

および特に交差遅れ分析におけるサンプル数の少なさである。対象企業は，東北 3県に限定

されているだけでなく，稀有の震災を経験し多くの企業が被害を受けている。さらに言えば，

今回の対象となった企業は，そのような逆境に置かれながら生き残った組織であるというこ

とである。特に交差遅れ分析の対象となった企業は約 15年間存続することができたと考え

ると，今回の結果には選択バイアスが影響している可能性がある。調査 1の回答企業のうち

倒産等で 41社が調査 2の対象から除かれているので，それらの企業がどのような HRM施
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策をとっていたかを検討することで施策の影響を検討することも考えられる。

　また，対象企業のほとんどが中小企業であることも指摘しなければならない。日本企業に

占める中小企業の割合を考えれば，規模（従業員 100人以上）以外の条件を設けずに一定地

域の全企業を対象とした今回の調査の結果として当然と言えるが，日本型雇用の方針や参加

型 HRM施策が製造業の大企業により典型的に現れるとすれば，企業規模の点で今回得られ

た結果の一般性には限定が必要である。また，中小企業の場合もともと様々な制度の導入割

合が大企業より少ないため，それを代替する別の要素（社長や経営陣の個別的判断など）が

存在する可能性がある（脇坂，2014）。その点からすると，組織風土やリーダーシップなど

制度化されていない組織内過程における従業員参加的傾向をすくい上げるきめ細かな調査が

求められる。

　本研究，特に交差遅れ分析におけるもう一つの限界は，2回の調査の時間間隔の長さ（約

15年）である。縦断的データ収集においてどのくらいの時間の幅をとるのが適切かは調査

方法の問題であるが，制度が業績に影響を及ぼすプロセスと変化の生じやすさについての理

論的問題でもある。制度が業績に影響をもたらすまでに時間的なラグがあり，制度の成熟や

深化には時間がかかる（加藤，2001，2004）とすれば，数年では影響が検出できない可能性

もあるが，逆に長い時間のなかで制度の陳腐化や形骸化が生じ，影響が低下したり消滅する

可能性もある。制度が業績に影響するとすれば，何が媒介するか，どれくらいの時間がかか

るかという影響プロセスのモデルが求められている。そして，HRM施策と企業業績の間を

従業員の態度・行動・能力が媒介するという考え方に立つ行動アプローチでは，さらに個人

と組織という少なくとも二つのレベルでの影響プロセスを理論化する必要がある（小林，

2014）。以上のように，HRM施策と業績の間の因果関係の方向と時間の問題は，因果プロ

セスの説明という SHRM論における別の大きな課題と結びついており，さらなる理論的・

経験的検討が求められている。
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資料 : 調査 2で使用した質問紙
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研究内容について	 

	 

１、テーマ	 

	 	 企業の人的資源管理と業績-交差遅れモデルによる因果関係の分析-	 

２、研究の概要	 

	 	 研究の目的は、人的資源管理（HRM）施策が企業業績に及ぼす影響を実証的に検証すること

です。これまでの多くの研究は一時点での調査によって HRM 施策と企業業績の相関関係を見い

だしていますが、因果関係は十分検討されていません。	 

	 	 そこで、本研究では同一企業に対する２時点での調査データによる交差遅れ分析によって

因果関係の検証を行います。調査方法は、東北地方の企業約 1000 社に対して実施された１回

目の調査（2000 年実施）とほぼ同じで、質問紙をお送りし、人事担当の方にご回答いただい

た後、ご返送いただくものです。質問内容は、主に企業の HRM 施策と企業業績に関するもので、

時間のずれを伴って測定された両者の相関を比較することによって、因果関係をより明確に検

証します（図１）。また、前回の調査にご回答いただいた約 200 社を含め、今回の調査のご回

答企業全体を対象として、2014 年時点での HRM 施策と企業業績の相関関係も分析します。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 	 また、その後、調査にご協力いただいた企業において、従業員の態度調査を実施すること

によって、HRM 施策が従業員の態度を通じて企業業績に影響するという媒介プロセスの検証も

併せて行うことも予定しています（図２）。	 

	 

	 

	 ３、結果の公表について	 

	 	 この研究は日本学術振興会から科学研究費の助成を受けており、結果は国立情報学研究所

のデータベース「KAKEN」（http://kaken.nii.ac.jp/）で公表されます。	 

図2　調査の概要 : 従業員調査

図1　調査の概要 : 企業調査
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-	 1	 -

I　東日本大震災の影響

 １, 貴社の事業所で東日本大震災（以下「震災」）による被害（人的・物的・風評を含めて）を受けましたか

1.　受けなかった

2.　受けた

　　　↓

 １-2, どのような被害がありましたか（○はいくつでも）

　　1.　従業員が死傷した事業所があった

　　2.　建物が全壊・半壊した事業所があった

　　3.　機械・設備が全部または一部破壊された事業所があった

　　4.　「風評被害」により大幅な売り上げ減少があった

　　5.　被害は総じて軽微なものにとどまった

２, 震災後貴社全体の事業活動はどのように変化しましたか（○は１つ）

1.　ほぼ横ばい　　2.　減少傾向　　　3.　減少後横ばい

4.　減少後回復　　5.　増加後減少　　6.　増加傾向

３,

か
な
り
増
え
た

や
や
増
え
た

ほ
ぼ
横
ば
い

や
や
減

た

か
な
り
減

た

わ
か
ら
な
い

当
時
も
今
も
雇
用
し

て
い
な
い

1.　正規従業員（いわゆる「正社員」）・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

2.　非正規従業員（パート、嘱託、派遣、請負など）・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

　
全
く
違
う

か
な
り
違う

や
や
違
う

　
ど
ち
ら
と
も

言
え
な
い

　
　
や
や
当
て

は
ま
る

　
　
ほ
ぼ
当
て

は
ま
る

　
　
全
く
そ
の

と
お
り

(例) 会社経営において人事管理はもっとも重要な課題である・・・ 1 2 3 4 5 6 7

１）正規従業員の評価にあたっては、年功より業績を重視する・・ 1 2 3 4 5 6 7

２） 正規従業員の採用は新規学卒が中心である・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

３）定年まで正規従業員をできるだけ辞めさせない方針である・・ 1 2 3 4 5 6 7

４） 正規従業員の社内でのキャリア（配置換えや昇進）は、個人別で
はなくグループ別（学歴など）に管理している・・・・・・

1 2 3 4 5 6 7

５）正規従業員の給与の決定にあたっては、能力よりも業績を重視す
る・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

６） 非正規従業員（パート、派遣など）を増やしている・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

７）給与表（体系）は、正規従業員の年齢や家計よりも仕事内容に基
づいてつくっている・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

８） 従業員には、自社独自の能力訓練というより、一般的な能力訓練
を行っている・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

貴社全体の従業員について、現在の人数と震災前（2011年2月）と比較した増減を教えて下さい。正規、非正規
別に１つだけ○をつけてください。

II　人事管理の基本的な考え方

貴社の現在の人事管理の基本的な考え方についておたずねします。以下の文章は貴社にどの程度あてはまりま
すか。（例）にならって、当てはまるところに１つだけ○をつけてください。
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-	 �	 -

III　人事�度

 １,　^�・#oの�度

�ƅの±ñのåƍとなる正規従業員のŚÒをおŗえください

い
な
い

(
く
一
部

一
部

半
ē
く
ら
い

大
部
®

ほ
ぼ
全
員

全
員

１）ĝ給±・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

２） 能力給（ů能給、Ĉ能給、ƒĦ給など）・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

３）業績給（Ąģ給・能Ł給・İÄ給など）・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

４） グループ¿�での業績給・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（aーq、ůÖなどの業績にƟ·した給与）

５）°Ľ®配±ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（�業の°ĽにƟ·したoーg^など）

６） Ąģ®配±ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（êÖ、部ƲynルでのŅņĀ向上にƟ·したoーg^など）

７）業績にåするƬư�ÜのÕƪ（表õ、ƕり物、Ę行など）・・ 1 2 3 4 5 6 7

８） 従業員ċちĥ±ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（従業員に自社ĥをċたせる±ñ）

ǒ）TlRcリア方óのŒ°ÁŅ・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（従業員のìĞにýじてrhtーがƧ@る±ñ）

1�） 給与āÕの©Ƴ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（給与±ñ、昇給ǀなどのāÕč�）

11）^トbWSプ]uz±ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（従業員にあらかじめ決められた価Ħでの自社ĥƔ§īを与える±ñ）

 ２,　教c・h_の�度

い
な
い

(
く
一
部

一
部

半
ē
く
ら
い

大
部
®

ほ
ぼ
全
員

全
員

１）ƸÑでのĂÿ決定・Ì題ƀ決の能力・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

２） リー`ー]bプ能力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

３）事業（会計、Ə¸など）を理ƀする能力・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

４） ÊƓ・Ť計®ġの能力・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

５）aーqづくりの能力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

６） �業能力・事¸能力・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

�ƅの能力についてĒŰ訓練のåƍとなる正規従業員のŚÒをおŗえください

	業によってE�な人事�度がQいら¯ています。貴社では、Fのような�度をどの[ のGg従業員に(:していま
すか。全員を+kにしていますか、�¯と©+kaがいない（�度がない）でしªうか。��の�度について、当てはまる
ところに１つだけ○をつけてください。
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 ３,　業�5�・�N化の�度

�ƅの±ñにÂ加している正規従業員のŚÒをおŗえください

い
な
い

(
く
一
部

一
部

半
ē
く
ら
い

大
部
®

ほ
ぼ
全
員

全
員

１）čħ±ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（業¸ĐÍのためのĂŽやčħを従業員からŭく©óの±ñ）

２） ĂŽƊĤ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（業¸ĐÍをŌ的として従業員のĂŽをŮき、ŢģをŎらせる±ñ）

３）ů¸¥á・ů¸¬設計・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（業¸で�うĈ能の幅をïげる、業¸のやり方を�せる、業¸のまとま
りをċたせる、ÉÒ?のöƼ力をǃめる、などの業¸ĐÍ）

４） ��\ーWルやその�のçƸÑĸ·・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（業¸上のÌ題をĐÍするため定ğ的にƸまる自�的グループĸ·）

５）¶����Þ員会�・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（ƑƬ�ĺŖの一般的な¶��ĺではなく、業績のĐÍや¶£のƓ向上
のための¶�のƈしÄいのÖ）

６） 自�管理aーq・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（ŻÊや\ーk^全体にƐ�をċち、業¸の®Ċや方ķを自®Ƥで決め
るグループ）

７）đŘやąŉにƴする従業員Þ員会・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

（会社の経営方針やąŉにĂŽ・アfiQ^をする経営Ŭ�Üのrz
iーをÇDÞ員会）

¸,　2#�@の�度

い
な
い

(
く
一
部

一
部

半
ē
く
ら
い

大
部
®

ほ
ぼ
全
員

全
員

１）�業全体の業績（Ņņǃǈ売上ǃなど）・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

２） 部Ʋ（êÖ、ďð、部など）の業績・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

３）æ§�定の新しいĈŶ（ź置、]^cq、�業ćƾなど）の事²
āÕ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

1 2 3 4 5 6 7

４） 事業計ňǉŌĪ（年、ĝ¿�）・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

５）Ŕ�ōćとの業績ĳƗ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 2 3 4 5 6 7

１,

1.　Ûěはない

2.　一部Ûěした

3.　大幅なÛěを行った

　　　　↓

1-2, 変<の�な�*は�でしªうか。dRにお=�ください。

I�　人事管理の変化と�後のjt

貴社の人事�度は震災以q変化しましたか（○は１つ）

�ƅのāÕについて、社内Õ（パzlybトǈ新ŭǈkdS）などによってāÕč�している正規従業
員のŚÒをおŗえください



東北学院大学教養学部論集　第 172号

24

-	 �	 -

２,

1.�新規学卒Ŭの定ğ採用

2.�非正社員、Ü部人Ġ（派遣・請負など）のĸ用

3.�仕事のĄģやŢģにより、従業員のơや評価にëをつける'と

4.�従業員全体の能力向上をŌ的としたĒŰ訓練のáė

5.�一部の従業員をåƍとした、Ƨĉ的なĒŰ訓練のáė

6.�従業員が仕事とŰ¦・�ƌを�œできるためのń×をĔ備する'と

7.�従業員のśőŷŅ（rz_ル?ル^）?の配ă

�.�ķ定のƷ害Ŭ雇用Ł（2ǅ)のƤĄ

�.�¶£ŠÄや従業員�表と経営トbプとのZpthYー]uz

1�.�経営ŌĪや経営理þの社員?の�Ƥ

11.�その�（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

1, 業X»>©あてはまるS�に１つだけ○をつけてください。

1.　ƚĢļ業　　2.　Ư業　　3.　建設業　　4.　ǂÊŻƞ　　5.　ũť・Ş・パルプŻƞ��

6.　¹学・[q・Uv^Żƞ　　7.　ƮƱ・非Ʈ・ƬéŻƞ　　�.　機械Żƞ　　

�.　ƺĴ・U^・ľ�給・ĵƣ業　　1�.　āÕƝ�業　11.　ƢƘ業　　

12.　À売・ç売業　　13.　ƬŴ・�ƶ業　　14.　�·ņ業　　15.　\ーk^業　　

16.　その�（　　　　　　　�����������）

２,
º¤ Ŋ~

2�1�年ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　ŝ � «
º¤ Ŋ~

2�13年ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　ŝ � «

３, \�U（4Uは�をつけてください）
º¤ Ŋ~

2�1�年ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　ŝ � «
º¤ Ŋ~

2�13年ñ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　ŝ � «

¸, 従業員数（2�14年11ĝłÓ）
»

1.　正規従業員（いわゆる「正社員」）・・・・・・・・・・ ŝ � 人
»

2.　非正規従業員（パート、嘱託、派遣、請負などのÄ計ē） ŝ � 人

¹, 201}年度１年pのGg従業員のnba数（定年ƛůをƵく） ŝ 人

º, �]�の@L　

1.　あり　　2.　なし

会社ÅǓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　

部ūÅ・Ċ当ŬÅǓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ƺƈǓ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

�所Ǔ�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

�　貴社のDf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

貴社の�後の人事管理のjtについておたずねします。当てはまる©のす¦てに○をつけてください。

�上でƓÌはşわりました�(¾力ありがとう(*いました�ŢģがまとまりĮŕ、ÕÈĜをおƜりしますの
で、ü要事ƽを(ƅ§ください�

%�v




